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(1)荷役作業の安全対策
墜落・転落、フォークリフト、移動式クレーン、玉掛
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(2)貨物自動車の安全対策
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佐賀県内の労働災害発生状況１
休業４日以上の労働災害発生状況（コロナウィルス感染症を除く）

第13次労働災害防止計画期間

（死傷者数計6,192人）

第14次労働災害防止計画期間（R9まで）

（死傷者数計3,846人）

死亡労働災害発生状況

（死亡数計32人） （死亡数計23人）
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平成21年は940
人で過去最少

行動災害防止と高年齢労働者の労働災害
防止が大きな課題

50歳以上
が58.5％



佐賀県内の労働災害発生状況２

佐賀県内の労働災害

発生状況はこちら
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佐賀県内の労働災害発生状況３
陸上貨物運送事業（陸運業：道路貨物運送業及び陸上貨物取扱業）における労働災害の動向（コロナウィルス感染症によるものを除く）

陸上貨物運送事業における労働災害の傾向
発生率が高い

荷役災害で多く発生
荷主先で多く発生 5



佐賀労働局 第14次労働災害防止計画

抜粋

佐賀労働局第14
次労働災害防止
計画はこちら

労働災害防止計画とは

計画の期間

計画が目指す社会

計画の重点事項

○令和５～７年の死亡災害は23人（13次防期間32人） 残り２年で４人
○令和５～７年の死傷災害は3,846人（13次防期間6,192人） 残り２年で2,346人
※令和８年度の佐賀労働局の目標は、死亡者数４人以下、死傷者数コロナウイル

スによるり患を除き５％以上減少（1,163人以下）

計画の実行により期待される結果

令和５年４月１日～令和９年３月31日

○死亡災害については、13 次防期間と比較して 14 次防期間において 15％以上
減少する。

○死傷災害については、13 次防期間と比較して 14 次防期間において減少する。

6

計画の進捗状況



労働災害発生のメカニズム

人

安全衛生管理上

の欠陥

不安全な行動

加害物起因物不安全な状態

現象

（災害）

直接原因

物的原因

間接原因

物（環境を含む）

人的原因（第三者を含む）

管理体制が最も重要
（管理体制が確立されてい
なければ有効な対策を講じ
ることができない。）

【再発防止対策を講じる際の注意点】
〇 災害の発生は、不安全な状態と不安全な行動の両方を原因とするものが極めて多いが、元を正せば、

安全衛生管理体制が確立されていなかったり、安全衛生管理体制が機能していないことが原因である。
〇 災害の発生原因を主に人的原因（労働者の不注意など）に求め、対策も人的対策（労働者への教育な

ど）が中心とするもは×。
〇 不安全な行動の理由も確認し、原因の解消を図ることも重要である（「なぜ」を大事にする。）。

①災害防止対策ではこちらを優先する。

②物的対策を講じてもリスクは残存するた

め、人的対策も講じてリスクを低減させる。

接触
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安全対策の費用対効果（参考）

※ 災害が発生しないと無災害記録証の授与などの制度もある。

安全対策の費用対効果は

安全にかけた費用は2.7倍の効果を生むとの調査結果が出ている。

安全に係る費用対効果総括表（事業場当たり平均）

安全に係る費用（万円） 安全対策に係る効果（万円）

安全対策の費用
19,286

安全対策に係る主要効果
58,067

災害の発生に係る諸費用（発生時に必要となるコスト）
6,368

安全対策に係る副次的効果（生産性向上等）
11,273

費用合計
25,654

費用合計
69,340

費用対効果比 1：2.7

労働災害は最も生産性を低下させる出来事である。安全衛生活動に取り組んで災害を発生させないこと
は会社の業績にも貢献している。

安全対策の経済的評価ツール
（中央労働災害防止協会）

安全性の向上と生

産性の向上はト

レードオフの関係

ではありません！

出典：平成12年９月、中災防分析結果報告 回答事業場の労働者数の平均数は732人（有効回答139事業場）
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労働災害防止のためにみなさんに心掛けて欲しいこと

１ 安全衛生活動は全員の職務である
安全衛生活動は、事業者（企業）が主体となって、事業とし

て行うべきものですが、労働者の取組なくしては、災害を減少
させることは困難です。安全衛生活動を特別なものと考えずに、
業務と不可分なものと考え、職場の全員が自分の職務として
日々取り組みましょう。

２ 楽観性・正常性バイアスを意識する
人は無意識に根拠もないのに「自分は大丈夫」と考えたり、

リスクを過小評価しがちです。このような思考がリスクテイキ
ングなどの不安全行動につながります。

３ 安全側で考える
安全か否かわからない場合は、危険であると考えて対処しま

しょう。特に機械の故障への対応などの非定常作業では意識し
ましょう。
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実効性ある「リスクアセスメント」１
○ 安全とは

許容できないリスクがないこと（ISO/IEC GUIDE 51:2014)。加
えてこれを維持している状態のこと（事故がない＝安全）。

○ リスクとは
危険源ごとの負傷・疾病の重篤度と災害の発生確率を組み合わ

せたもの。
○ 危険源とは

ハザードとも言い、危険性・有害性を有するもの。
○ リスクアセスメントとは

職場の危険源を特定し、労働者が危険源と関わることによるリ
スクを見積もり、リスク低減のための優先度の設定（リスクの評
価）、リスク低減措置の内容を検討するまでのプロセスのことで、
「リスクを見える化」するもの。

○ リスクの見積もりとは
「危害の大きさ（重篤度）」と「発生確率」を組み合わせた

もの。
リスクアセスメントは、事故を防止するための過程を管理する
先取り型の法令の遵守に留まらない安全衛生対策であり、終点
はない。
作業手順書等を活用し、漏れなく作業を把握し、危険源を特定
することが最も重要である。特に低頻度定常作業や非定常作業
を見落とさないこと。

リスクアセスメント等の基本的な実施手順

「危険性又は有害性等に関する指針（い

わゆる「リスクアセスメント指針」）」

では、手順１～３を「リスクアセスメン

ト」、手順４を加えたものを「リスクア

セスメント等」と定義している。

リスクアセスメント等

関連資料・教材一覧

重要

記録
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実効性ある「リスクアセスメント」２

【注意点】
○ リスク低減措置は、最も効果の高い①から順番に検討する。①は本質安全化と呼ばれるの
で、新規作業や新規設備の計画段階で行うものであるが、作業方法の見直しでも検討可能。

○ ②の段階において、工学的対策としてカバーや光線式安全装置などを設けても、危険源の
エネルギーが低減していなければ、重篤度は変わらない。

○ ③の段階で対策を講じても、原則として見積もったリスクの点数は変わらない。 管理を
要継続（一人ひとりが決められたマニュアルの遵守など継続した取組が必要）

○ ④の対策は被害を低減させるための措置であり、災害防止措置とは異なるもの。災害防止
措置を講じた上で残留リスクへの対応として検討する。

① 職場のリスクが明確になる。
② リスクに対する認識を共有できる。
③ 安全対策の合理的な優先順位が決定
できる。

⓸ 残ったリスクに対して「守るべき決
めごと」の理由が明確になる。

⑤ 職場全員が参加することにより「危
険」に対する感受性が高まる。

管理すべきリスクが明確になる。

化学物質のリスクア
セスメントについて
はこちら（職場のあ
んぜんサイト）

本質安全化
がベスト
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実効性ある「リスクアセスメント」３

Ⅱ

・フォークリフ
トの運転者に
１年に１回、
能力向上教育
を実施

・全員が反射板
のついたベス
トを着用

リスクアセスメント実施一覧表（記載例）

フォー
クリフ
トによ
る入出
荷作業

フォークリフトの作
業エリアに歩行者が
進入して運転中の
フォークリフトに激
突される。

・作業指揮者（誘
導者）による監
視

・作業計画による
連絡調整

・ラインによる作
業エリアの明示

× △ Ⅲ

チェーン
ポールを設
置し、歩車
分離を図る。

×

 実施時期（リスクアセスメント指針）
１ 事業者は、次の⑴から⑸までに掲げる作業等の時期に調査等を行うものとする。
⑴ 建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき。
⑵ 設備を新規に採用し、又は変更するとき。
⑶ 原材料を新規に採用し、又は変更するとき。
⑷ 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき。
⑸ その他、次に掲げる場合等、事業場におけるリスクに変化が生じ、又は生ずるおそれのあるとき。

① 労働災害が発生した場合であって、過去の調査等の内容に問題がある場合←ヒヤリハット等があれば実施
② 前回の調査等から一定の期間が経過し、機械設備等の経年による劣化、労働者の入れ替わり等に伴う労働者の安全衛生に係る知識経験の変化、新たな安全衛生に係
る知見の集積等があった場合

２ 事業者は、１の⑴から⑷までに掲げる作業を開始する前に、リスク低減措置を実施することが必要であることに留意するものとする。
３ 事業者は、１の⑴から⑷までに係る計画を策定するときは、その計画を策定するときにおいても調査等を実施することが望ましい。

マトリクスによる方法

残留リスク

との共存

既に設置されている建設
物や採用されている作業
方法などで、リスクアセ
スメントが実施されてい
ないもがあれば、計画的
にリスクアセスメントを
実施しましょう！

災害の発生確率は物的
対策の有効性に依存
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〇 R7.10

人検知
AIカメ
ラの取
付を検
討する。

①作業名
（機械・設備）

②危険性又は有害性と発
生のおそれのある災害

③既存の災害防止対策

④リスクの見積もり

⑤リスク低減措置案

⑥措置案実施後のリスク見積もり ⑦残存リスクへの対応措置

⑧備考
重篤度 発生可能性

優先度
（リスク） 重篤度 発生可能性

優先度
（リスク）

措置
実施日

継続的な対応措
置検討事項



１ 個人事業者等の労働安全衛生対策の推進（令和８年４月１日～）
混在作業における特定元方事業者が行う連絡調整などの措置について、対象が自社や他社の労働者に加えて

個人事業者などを含む作業従事者（運送業等の出入り業者も含む。）に拡大されました。また、建設機械や建築
物の貸与者は、個人事業者等を含めて災害を防止するために必要な措置を講じなければなりません。

２ 高年齢労働者の労働災害防止の推進（令和８年４月１日～）
事業者は、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理等、高年齢労働者の労働災害の防止を

図るための措置を講ずるよう努めなければなりません。

３ 治療と就業の両立支援（令和８年４月１日～）
改正労働施策総合推進法により、事業者は、職場における治療と就業の両立支援に取り組むよう努めなけれ

ばなりません。「治療と就業の両立支援指針（令和８年厚生労働省告示第 28号）」を踏まえ、社内の環境整備
や必要な両立支援の措置を講ずることが求められます。

４ 全ての事業場でのストレスチェック・高ストレス者への面接指導の実施の義務化（令和10年４月１日施行）

常時50人未満の労働者を使用する事業場でも、現在努力義務に留まっているストレスチェック・高ストレス
者への面接指導の実施が義務となりました。
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改正労働安全衛生法等

高年齢労働者
の安全衛生対
策について

両立支援に関する各種
資料はこちら

エイジフレンドリーガイドライン 高年齢者の労働災害防止のための指針

小規模事業場スト
レスチェック制度
実施マニュアルな
どはこちら

佐賀産業保健総合支援センター
の産業保健研修会をご利用くだ
さい。

５分でできる職場のスト
レスセルフチェック（試
しにみんなでやってもま
しょう）



荷役作業の安全対策（荷役作業安全ガイドライン）

〇 荷役作業安全ガイドラインのポイント
【陸運事業者の実施事項】

・安全衛生管理体制の確立等
・荷役作業における労働災害防止対策
・安全衛生教育の実施
・荷主等との連絡調整
・自動車運転者に荷役作業を行わせる場合の措置

荷役作業安全
ガイドライン

【荷主等の実施事項】
・安全衛生管理体制の確立等
・陸運事業者への荷役作業の有無の事前通知
・陸運事業者との連絡調整
・発注担当者への改善基準※の周知

※自動車運転者の労働時間等の改善のための基準

   ・余裕を持った着時刻の設定
・（荷役作業を行わせる場合）安全に荷役作業

を行える場所、設備の確保など

荷役災害防止担当者の氏名

『安全作業連絡書』の使用

〇 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン（以下「荷役作業安全ガ
イドライン」という。）」は、陸運業における荷役作業での労働災害を防止するために、
陸運事業者及び荷主等（荷主・配送先・元請事業者等）が取り組むべき事項を示したもの。
陸運事業者は荷役作業安全ガイドラインを指針として、労働災害防止対策の積極的な推進
に努めること、荷主等の施設での荷役作業の災害防止対策はその施設の設備などの環境に
大きく影響されるという特徴を踏まえ、荷主等にも荷役作業の安全対策について協力する
ことを求めている。
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荷役
①はいくずし

②横持ち

③積み付け

運搬
④構内

⑤構外

（輸送）

荷役
①取り卸し

②横持ち

③はい付け

安全作業連絡書
（荷主先等の環境の把握） 荷役作業の有無、使

用する荷役機械など発 地 着 地

（トラック運転者） （トラック運転者）

「荷主等の事業場内」
での荷の積込み作業

「荷主等の事業場内」
での荷の取卸作業

（例）



荷役作業等の安全対策（荷主等）
〇 荷主等に対しても荷役作業及び交通労働災害防止に係るガイドラインの実施事項について、チェッ

クリストで確認を求めている。
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「交通労働災害防止ガイ
ドライン」のポイント



荷役作業の安全対策（墜落・転落１）
【荷台からの墜落防止のポイント】
〇 作業は地上から行うことを基本とし、荷台上で作業させる場合は、作業床を仮設する等により作業

スペースを確保する。
〇 荷台上では、

①あおり上端に足をかけない
②背を荷台外側に向けないようにする
③耐滑性のある靴を使用する

などにより作業する。

あおりに取り付ける簡易作業床の例

「荷役作業時における墜落防止のための安全設備マニュアル（パンフレット）」から

＜佐賀県内の災害事例（死傷病報告から）＞
・２ｔトラックの荷台上で、前方から荷を積んで
いた。後方確認をせずに下がったところ、足を
踏み外し、高さ約0.9ｍの荷台から墜落した（休
業見込期間６か月）。

・トラック（25ｔ）の荷台上でパレットを引っ
張っていたところ、ジョルダーから棒が抜け、
その反動で、高さ約1.5ｍの荷台からコンクリー
ト床面に墜落した（ヘルメット未着用、休業見
込期間２か月）。

・あおり上端を足を置いて荷にシートを掛ける作
業をしていたところ、バランスを崩して墜落し
た（休業見込期間２か月）。

荷役災害防止対策
（陸上貨物労働災
害防止協会HP)

移動式プラットホーム（手すりあり）
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荷役作業の安全対策（墜落・転落２）

【保護帽（ヘルメット）使用のポイント】
〇 荷役作業中は、「墜落時保護用」のヘルメットを常時使用する。
〇 労働安全衛生規則では、最大積載量が２ｔ以上５ｔ未満で、荷台
の側面が開放できるもの（あおりのない荷台のあるもの、平ボディ車、
ウイング車など）など一定の範囲の貨物自動車で荷を積み降ろす作業
を行うときは、型式検定（国家検定）に合格した「墜落保護用」の保
護帽を使用しなければならないと定められているが、積載量に関係な
く荷台等からの墜落に備えるとともに、荷崩れや車両との接触などに
も備える必要がある。

貨物自動車で荷を積み卸す作業時にヘルメットの着用が義務となる範囲
（令和５年10月1日に範囲拡大）

※TGLはテールゲートリフターの略
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荷役作業の安全対策（墜落・転落３）
【墜落制止用器具の取付設備の使用】
〇 荷台などに墜落制止用器具の取付設備を設置し、墜落制止用器具を使用する。

【エアバッグ搭載ライフジャケットの使用】
〇 センサーが墜落を感知するとエアバッグが開き、墜落時の衝撃を軽減する。

SAFEコン
ソーシア
ムポータ
ルサイト
（写真）

タンクローリー上部での作業時の墜落防止のため、屋外作業場の
建屋天井部に取付設備を設置（「荷役作業時における墜落防止の
ための安全設備マニュアル（パンフレット）」から）

荷台上に墜落制止用器具のフックを掛けるための親綱とその支柱を設置
（「陸上貨物運送事業における労働災害防止対策好事例集（亀戸労働基
準監督署）」から）

資料、写真は鹿島建設(株)九州支店提供

（参考）被災防止用マットの設置
万が一、トラック荷台から墜落した場
合の緩衝となる。
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荷役作業の安全対策（墜落・転落４）
【墜落制止用器具の使用】
〇 高さ２ｍ以上の場所で作業を行う場合には、作業床を設け、その端部には手すり

や囲いなどを設けることにより墜落防止措置を講じることが原則であるが、そのよ
うな措置を講じることが困難な場合には、労働者に墜落制止用器具を使用させる等
による墜落防止措置を講じなければならない。

〇 墜落制止用器具はフルハーネス型を原則とするが、墜落時にフルハーネス型では
地面に到達するおそれがある場合は、胴ベルト型の使用が認められる。
高さが6.75ｍを超える箇所はフルハーネス型のみ使用可、５ｍを超える箇所はフル
ハーネス型の使用を推奨（墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン）
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荷役作業の安全対策（墜落・転落５）
【５ｍ未満でもフルハーネス型を有効とするには】
〇 フルハーネス型は、胴ベルト型と比較して、墜落した際、捕捉機能が高い、身体への

衝撃が分散される、宙吊り時の態勢が安定しているという点で優れている。
〇 ランヤードを取り付けるＤ環の位置は、フルハーネス型が1.45ｍ、胴ベルト型が0.95

ｍであり、標準的な使用条件下（フックの取付け高さ0.85ｍ、ランヤードの長さ1.7
ｍ）における床面からの落下距離は、フルハーネス型4.3ｍ、胴ベルト型3.5ｍとなる。

〇 フルハーネス型でも、①フックの取付位置を高くすること、②ロック機能付きのラン

ヤードを使用することで、落下距離を大きく低減できる。

【注意】
高さが２ｍ以上の箇所であって作業床を設けることが困難なところにおいて、墜落制止用器具のうち

フルハーネス型を用いて行う作業に係る業務（ロープ高所作業に係る業務を除く。）については、特別
教育を行う必要がある。
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荷役作業の安全対策（墜落・転落６）
【バルク車による作業】
〇 飼料の配送業務において、バルク車や飼料タンクからの墜落災害が発生している。飼料タンクは高さ

が５ｍを超えるものもあることから、墜落した場合は重篤な災害となる可能性が高い。
〇 施設管理者等において、以下のような対策を講じることが望まれる。

① 高所作業が生じないよう、残量確認や蓋の開閉等を地上から行えるようにする。
② 飼料タンクのはしごを使用する際の墜落を防止するため、垂直親綱、安全ブロック等の設置す
る。

③ タンク上部に墜落制止用器具の取付設備を設置する。
また、以下のような対策が必要である。
① やむを得ず飼料タンクに上がる場合は、予め作業前に作業場所の状況を確認し、リスクアセス
メント等を実施する。

② 作業者に、保護帽、墜落制止用器具（垂直親綱のロリップ等が取り付け易いように墜落制止用
器具にＤ環延長ベルト等の追加）、耐滑性のある靴を使用させる。

＜佐賀県内の災害事例（労働者死傷病報告から）＞
・高さ3.8ｍの飼料タンクの蓋を開けるため、はしごを
昇っていて、墜落した（発見状況から推定、死亡）。

・バルク車の飼料の残量を確認しようと車両後部のはしご
を昇っていたところ、足を滑らせ墜落した（休業見込期
間１か月）。

「はしごを使う前に／脚立を
使う前に」を活用した墜落・
転落災害防止の徹底について
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荷役作業の安全対策（墜落・転落７）
【昇降設備】
〇 陸上貨物運送業における荷役作業中に発生した労働災害において、「荷台から降りる時」など昇降時

に発生したものが突出して多い。
〇 最大積載荷重が２ｔ以上の貨物自動車への荷の積卸作業の際は、床面（路面）と荷台の間及び床面と

荷の上面との間を昇降するための設備を設けなければならず、作業者はこれを使用しなければならない
（一般的なルールは、高さ1.5ｍを超える箇所での作業の際は、昇降設備の設置が義務）。

昇降設備の例

格納式ステップ

手すり付き荷

台用ステップ

トラックの荷

台からの転落

を防ぐために

【安全な昇降設備の要件】
〇 床面から踏面（２段以上の場合は段差ご

と）の段差が50cm以内であること。
〇 両足を置ける踏面幅であること。
〇 踏面表面上に滑り止め加工がされている

こと。
〇 車両取付型の場合は、リア、サイド、あ

おりなど車体側面から突出して１か所以上
設置されていること。

など

出所：国土交通省

【昇降方法】
〇 飛び降りは厳禁！荷や荷台、トラックの運転

席への昇降や乗降の際は、三点支持（両手・両
足の４点のうち３点で身体を支えること）を徹
底すること。

〇 降りる時は後ろ向きで降りること。

サイドステップ
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荷役作業の安全対策（フォークリフト１）
〇 フォークリフトは、運転者が直に操作する機械であるため、機械のみで安全を確保することは困難で

あり、作業ルールを定め、これに従って作業を行うことや運転者には一定の技能を有する者を充てるこ

となど作業管理面からの対策も重要となる。

加えて、運転者・周辺で作業を行う者に保護帽や視認性のよい服装を着用させる、フォークリフトには
ブザーやパトライトを設ける、運転中は運転席から身を乗り出さない、シートベルトを着用うするなどの
対策も必要となる。

最大荷重が1トン未満のフォークリフトの運転業務に
就く労働者には「特別教育」を実施すること。また、
運転業務に従事する際は資格証を携帯させること。

（複数人で作業では必須）

＋荷のつり上げ、労働者の昇降など主たる用途以外に使用しないこと。

【フォークリフト作業のポイント】

積極的な能力向上教育の実施

以上の措置のほか、以下の措置も確実に講じる必要がある。

・最高速度が毎時10㎞を超える場合は、作業場所に応じた適正な制限速度を定めること。

・運転席から離れる際はエンジンを停止させ、フォークを最低降下位置に置くこと。

・パレット等は荷の重量に応じた十分な強度を有し、著しい損傷などがないものを使用すること。
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荷役作業の安全対策（フォークリフト２）
〇 佐賀県内で過去10年間（平成28年～令和７年）に発生したフォークリフトによる死亡災害の概要

発生年 業種 性別 年齢 事故の型 起因物 発生状況

平成30年 建設業 男 30歳代 転倒
フォーク
リ フ ト

資材置場において、空荷でフォークリフトを運転中に横転し、
フォークリフトの下敷きになった。

令和２年
貨物

取扱業
男 60歳代 激突

フォーク
リ フ ト

リーチ式フォークリフトで後進中、フォークを上げた状態であっ
たため、マスト部分が上部の構造物に接触し、反動で運転台から
進行方向に転落した。

令和３年 製造業 男 60歳代 激突され
フォーク
リ フ ト

木材の廃材を集積する作業を行うため廃材置場を通行していたと
ころ、廃材を搬入しに来たフォークリフトにはねられた。

令和５年 製造業 男 60歳代 激突され
フォーク
リ フ ト

事業場敷地内において、荷受け作業中、被災者は搬入トラックか
らフォークリフトに積荷を移す作業の補助を行っていたが、歩行
中に方向転換し後退してきたフォークリフトにひかれた。

〇 フォークリフトに関する安全対策例

２ｍ先の路面をLED ライトで照射 柵を設けて物理的に歩車分離

写真は「SAFEコンソーシアム ポータルサイト（あんぜんプロジェクトの「見える」安全活動コンクール応募作品一覧）」から

フォークリフト用の
人検知AIカメラなど
もあります。
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荷役作業等の安全対策（移動式クレーン）
【転倒等への対策】
〇 予め作業場所の地盤の状況を調査し、当該地盤において使用する移動式クレーン及びつり荷（最

大）を支持できる敷鉄板を準備すること。
〇 転倒を防止するための方法や作業に携わる労働者の配置などを示した作業計画を作成し、同計画

に従って作業を行わせること。
〇 水平な場所で、アウトリガーを最大に張り出して、敷鉄板の中央の位置に設置するとともに、作

業開始前に設置状況を確認すること。
〇 過負荷防止装置※については、作業中は解除できないよう過負荷防止装置解除キーは作業指揮者

等が保管すること。
※つり上げ荷重３トン未満の移動式クレーン等について、構造規格の改正により平成31年３月以降製造されたものには過
負荷防止装置が搭載されているが、今も当該装置のないものも使用されており、この場合は荷重計が示す重量が荷重指
示計（ジブの側面に取付）を超えない範囲で使用すること。

〇 一定の合図を定め、合図は運転者へ確実に伝わる方法で行うこと（視覚と聴覚で）。
〇 つり上げ作業中は、移動式クレーンの作業範囲内に立ち入れないようバリケート等により、作業場所

を隔離し、人払いを確実に行うこと。

【＋組立・解体・調整作業時の対策】
〇 ジブの解体時等ではジブを支持又は固定すること。
〇 安全な作業方法を示した作業手順書を定め、これを遵守させる

こと（ジブ上では危険な作業はできる限り避けること。）。
〇 作業指揮者を選任し、作業指揮、保護具の使用状況の監視（墜

落制止用器具は安全な場所にかけさせる。）等を行わせること。
〇 強風等悪天候の場合は作業を中止すること。 など
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荷役作業の安全対策（玉掛け作業）
〇 玉掛け作業に関する作業計画に基づき、作業に携わる有資格者（つり上げ荷重が１ｔ以上のクレーン等の玉掛け業務は玉掛け

技能講習、１ｔ未満なら玉掛け業務の特別教育が必要）の中から「玉掛け作業責任者」を決めて、つり荷の質量、作業場所の状

況、作業員の配置、玉掛けの方法等について、作業開始前に打合せを行わせ、全員に周知すること（玉掛け作業の安全に係るガ

イドライン）。

〇 玉掛け用具について作業前点検を行い（予め構造や直径を把握しておくこと）、損傷の有無を確認し、損傷があるものは使用

しないこと。

〇 つり荷の質量が玉掛け用具の安全荷重※の範囲内であるか確認すること。

〇 つり角度は60度以内とすること。

〇 荷の角に当て物を施すこと。

〇 玉掛け方法等を問わずつり荷の下及びその周辺を立入禁止とすること。

〇 つり荷が落下しないようつり袋などを使用すること。

〇 揺れたつり荷に近づかないこと。

【玉掛け用ワイヤロープの点検方法及び判定基準】

玉掛け作業の安全に
係るガイドライン
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荷役作業の安全対策（テールゲートリフター）
〇 テールゲートリフターに関する労働災害は、令和２年に陸運業で発生した 15,815 件のうち、

330 件発生している。そのうち昇降板上から落下した災害が４割を超えており、約６割がテール

ゲートリフターの不適切な取扱いによるものであった。

【注意点】

〇 平坦な場所で使用すること。

〇 荷の積卸しの際は昇降板と床面との間に段差が生じないようにすること。

〇 昇降板上の荷が動かないようストッパーを用いるなどして固定すること。

〇 テールゲートリフターの昇降時は、原則として昇降板に人を搭乗させないこと。

〇 荷を積み卸す作業において、貨物自動車のテールゲートリフターの操作を行う労働者に対し、特

別教育を実施すること（令和６年２月１日から）。

＜佐賀県内の災害事例（労働者死傷病報告から）＞
・先に下していた台車（ロールボックスパレット）のストッ
パーが十分に効いておらず台車が動き出したため、それを止
めようとしてテールゲートリフターの昇降板（高さ30㎝）か
ら降りる際に躓き、地面に転落したもの（休業見込期間３か
月）。 27



荷役作業の安全対策（荷崩れ等）
〇 荷の均等な積載、ロープ、シート等による固定・固縛
〇 ロープを解く、あおりを下ろす、荷室の扉を開ける等の前に荷台上の荷の落下のおそれがないことを確認
〇 不適切な荷掛け用繊維ロープの使用禁止と同ロープの点検
〇 作業指揮者の選任と作業指揮等の職務の徹底（法的には一の荷でその重量が100ｋｇ以上のものの貨物自
動車等への積卸し作業が対象）

〇 荷役作業場所への立入禁止
〇 中抜きの禁止
〇 保護帽の着用
〇 高さ２ｍ以上のはいについては「はい作業主任者」選任等
〇 積み上げる高さの上限を設定、高い場所での荷の取扱いの際は適切な作業台を使用 など
【ロールボックスパレット】

ロールボックスパレットは必ず両
手で行いましょう。操作方法は
「押し」「引き」「よこ押し」
の３種類があります。状況に応じ
てこれらを併用しましょう。

段差にも要注意

災害多い
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荷役作業等の安全対策（腰痛）
〇 重量物の取扱いは、機械による自動化や台車、昇降装置などの使用による省力化を図る。
〇 人力により取り扱う重量物の重量を制限する。満18歳以上の男性は体重の概ね40％、満18歳以上の女性は男性
が取り扱う重量の60％程度とする。

〇 取り扱う重量物の重量があらかじめわかるように表示する。
〇 作業時間の限度を定める。

〇 重量物の取扱いは適切な作業姿勢で行う。床面から重量物を持ち上げる場合、片足を少
し前に出し膝を曲げ、腰を十分に下ろして重量物を抱え、膝を伸ばすことによって立ち上
がるようにする。

〇 重量物を抱えた状態で方向転換する際は体をひねらずに、足全体で向きを変える。
〇 シートを適切な高さ、角度に調節するとともに、クッション等を使用して座席を改善し、腰への負担を減らす。
〇 ストレッチを中心とする腰痛予防体操を行う。
〇 腰痛健康診断を実施する。
〇 腰痛予防に関する労働衛生教育を実施する。 など

＜例： ＞
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職場における腰痛予
防対策指針及び解説

重量物の取扱い作業等は指導勧奨による特

殊健康診断の対象



貨物自動車の安全対策（逸走・後退時）
〇 運転位置から離れる場合は、貨物自動車の逸走を防止するため、

①荷役装置を最低降下位置に置くこと。
②原動機（エンジン）を止めること。
③ブレーキを確実にかけるなどの逸走防止措置を講じること。

が義務付けられているが（労働安全衛生規則第151条の11）、
・エンジンを止めると荷役装置を動かせない貨物自動車では、運転者一人だけで荷役作業を行うこ
とはできない。

・荷役装置の一種であるテールゲートリフターは収納位置が必ずしも最低降下位置ではない。
というような実態があることから、運転席とテールゲートリフターの操作位置が異なる場合は、①と②
の義務は適用除外となる。

③については、ブレーキが十分にきかないなどの状況も想定し、ブレーキをかけることに加えて輪留
めなどの措置を講じる（逸走防止措置４点セットの実施）。

〇 貨物自動車後退時、転倒又は転落のおそれがあるなどの場合、誘導者を配置して誘導させなければな
らないが、誘導者が被災することがないよう、

・合図を定めて、運転者は誘導者の合図に従って後退すること（笛などの音声だけでなく旗等を併
用することが望ましいこと。）。

・誘導者は貨物自動車から十分な距離をおき、かつ、運転者が見える位置で誘導すること。
・運転者は誘導者を目視してから後退すること。
・誘導者は視認性の高い服装を着用すること。 など

降車時は必ず逸走防止措置４点
セット（パーキングブレーキ
エンジン停止 ギアロック 輪
止め）を実施

＜佐賀県内の災害事例（労働者死傷病報告から）＞
・トラック（３ｔ）を駐車させ、運転者が降りたところ、当該トラックが前方へゆっくりと動き出したため、咄嗟に手で
制止しようとして、駐車中の別の車との間挟まれたもの（他業種・休業見込期間１か月） 。

・工事現場にてミキサー車をポンプ車に接近させるため、誘導者は車両間に入って誘導していた。誘導者は「ストップ」
と言ったが、ミキサー車は後退を続け、ミキサー車とポンプ車の間に挟まれたもの（他業種・休業見込期間２か月）。
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貨物自動車の安全対策（交通労働災害防止）
〇 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（以下「改善基準」という。）」の範囲内での走行

時間外・休日労働は36協定の範囲内とし、かつ、拘束時間、休息期間、運転時間、休日労働が改善基準
に反しないこと。

〇 「交通労働災害防止ガイドライン」を指針とした取組
管理体制、適正な労働時間等の管理・走行管理、教育の実施、交通労働災害防止に対する意識の高揚、
荷主・元請事業者による配慮、健康管理

〇 ＩＴ機器を活用した走行状態・運行状態の管理、走行計画の変更等
遠隔でのリアルタイムによる指導等

〇 ウェアラブルデバイスを用いた自動車運転者の健康管理
一人作業における労働災害防止対策

〇 視力トレーニング
動体視力の維持・向上（特に高年齢自動車運転者） など

長時間の荷待ちに関
する情報メール窓口

主な改善基準告示の内容

自動車運転者の長時
間労働改善に向けた
ポータルサイト

交通労働災害を防止す
るために

１年・1か月の
拘束時間

１年　3,300時間以内
１か月　284時間以内

【例外】労使協定により、次のとおり延長可（①、②を満たす必要あり）
　１年　3,400時間以内
　１か月　310時間以内（年６か月まで）
　①284時間超は連続３か月まで
　②１か月の時間外・休日労働時間数が100時間未満となるよう努める

1日の
拘束時間

１日の
休息期間

運転時間

連続運転時間

休日

13時間以内（延長する場合であっても上限は15時間、14時間超は週２回までが目安）
【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、16時間まで延長可（週２回まで）
１

※１　1週間における運行が全て長距離貨物運送（一の運行の走行距離が450㎞以上の貨物運送）で、一の運行に
　　おける休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合）

継続11時間以上与えるよう努めることを基本とし、９時間を下回らない
【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、継続８時間以上（週２回まで）
　　　　休息期間のいずれかが継続９時間を下回る場合は、運行終了後に継続12時間以上の休息期間を与える

２日平均１日　９時間以内
２週平均１週　44時間以内

４時間以内
運転開始後４時間以内又は4時間経過直後に30分以上の運転の中断が必要
運転中断時には、原則として休憩を与える
運転の中断は、１回おおむね連続10分以上とした上で分割も可（合計30分以内）
10分未満の運転の中断は、３回以上連続しない
【例外】SA・PA等に駐停車できないことにより、やむを得ず４時間を超える場合、４時間30分まで延長可

・休息期間＋24時間、いかなる場合でも30時間を下回ることは不可
・休日労働は２週に１回以内 31



職場の熱中症対策１
１ 災害発生状況（休業４日以上の死傷者数は約４割増加、死亡者数は約４割減少）

全国での令和７年の職場での熱中症による死傷者（死亡・休業４日以
上）は1,803人（前年比546人・約43％増）で、統計開始以来最多となった
が、熱中症による死亡者数は19人（前年比12人・約39％減）であった。

２ 労働安全衛生規則に規定されている主な措置

① 暑熱、多湿等の屋内作業場で有害のおそれがあるもの※１は、冷房等
適当な温湿度調節の措置を講じること。

② 熱中症のおそれがある作業者を早期に発見するための体制を整備す
ること。※２

③ 熱中症の重篤化を防止するための措置の内容と手順を定めること。 
回復しない場合は躊躇なく医療機関へ搬送する。

④ ②、③の体制や手順等を関係者へ周知すること。※２

⑤ 著しく暑熱、多湿等有害な作業場は、作業場外に休憩の設備を設ける
こと。※３

⑥ 多量の発汗を伴う作業場は、労働者のための塩及び飲料水を備え付
けること。

⑦ 負傷者の手当に必要な救急用具及び材料を備え、備付け場所及び使
用方法を労働者に周知すること※４

※１ 「暑熱、多湿等の屋内作業場で有害のおそれがあるもの」には、②の「熱
中症のおそれを生じさせる作業（「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で
連続１時間以上又は１日４時間を超えて実施」が見込まれる作業）」が含まれ
る。

※２ ②～④は、令和７年６月の職場の熱中症対策強化によるもの。
※３ ⑤は、直射日光を遮る、冷房設備を設置する、ミストファンを使用する等

により、休憩設備の内部の温室度を低下させる措置を講じることが望ましい。
※４ 熱中症が疑われる場合の応急処置に使用するものが含まれると考える。

熱中症のおそれのある者に対する処置の例

佐賀県内における熱中症に係る労災認定件数
（人数）の推移（不休災害を含む）

早く見つけて
早く対処する

32

（一社）日本救急医学会
スマートフォン用熱中症診
断支援アプリケーション

※２



職場の熱中症対策２
１ 令和８年「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」

携帯用のWBGT測定器によ
り常に暑さ指数を把握

ウェアラブルデバイスにより
自分の体調を把握

熱中症リスクAI判定カメラで
顔の状態から体調を判定

令和８年「STOP！熱中症クー
ルワークキャンペーン」等
（佐賀労働局ホームページ）

「職場における熱中症防止の
ためのガイドラインを参考
に」（リーフレット）

２ 職場における熱中症防止のためのガイドライン（令和８年３月公表）

長期の休みの後も要注意

【ガイドラインのポイント】

３ 対策例（写真は鹿島建設（株）九州支店提供）
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過重労働による健康障害防止
〇 長時間にわたる過重な労働は、疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられ、脳・心臓疾患

の発症との関連性が強いという医学的知見が得られているとともに、精神障害発症の原因ともなり
得る。

〇 時間の根拠

36協定の限度は原則１か月45時間、特別条項による場合でも休日労働を含めて２～６か月を平均し
て1か月80時間以内、単月100時間未満（自動車運転の業務等は別に上限あり）

①発症前１か月間に100時間又は２～６か月間平均で１
か月80時間を超える時間外・休日労働は業務と発症の
関連性が強い。

②発症前１～６か月間平均で1か月45時間以内の時間
外・休日労働は、業務との発症の関連性が弱いが、
それを超えて長くなるほど関連性が徐々に強まる。

①100時間：１日５時間程度の睡眠が確保できない状態（１日５時間程度の時間外労働）
② 80時間：１日６時間以下の睡眠となる状態（１日４時間程度の時間外労働）
③ 45時間：あらゆる死因を総合して死亡率が低い1日７～８時間の睡眠が確保できる状態（１日２時間程度の時間外労働）

〇 労働者の１日における時間外労働時間が５時間の場合（例） 睡眠はとって
も大切！
みなさん質の
良い睡眠を！

睡眠対策
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Safe Work  Action
〇 趣旨・内容

唐津労働基準監督署（以下「唐津署」といいます。）は、自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

を図る一環として、「みんなでつくる働く人に優しい唐松」をスローガンに、令和８年10月１日から「Safe

Work  Action」という取組をスタートさせます。

①職場の安全確保、②労働者の健康確保、③労働条件の向上の３点について、事業者自らが定めた取組事項

の公開（佐賀労働局のホームページに掲載）による「取組事項の見える化」とロゴマークの活用による「取組

意識の見える化」という２つの見える化が特徴です。

見える化により、企業のイメージアップ、安全衛生活動への労働者の積極的な参加などが期待できます。

〇 手続きの流れ

①取組への参加を希望する事業場は、「Safe Work Action 取組宣言書（以下「宣言書」といいます。）」を

作成して労働者へ周知した後、唐津署に宣言書をメールで提出する。

②唐津署で宣言書の内容を確認し、佐賀労働局ホームページの専用ページに掲載する。

③唐津署は宣言書を提出した事業場に「 Safe Work Action 取組宣言事業場登録証（仮称）」を交付し、ロゴ

マークのデータを提供（メール）する。

④登録された事業場はロゴマークを活用し、宣言書の内容の達成に取り組む。

〇 ロゴマーク（仮）

KARATSU KARATSU KARATSUKARATSU KARATSU

安全・安心な職場 多様な働き方
が可能な職場

働きがいの
ある職場

ハラスメント
のない職場

公平な待遇の職場
（同一労働同一賃金）

活用例

Safe Work Action専用
ページ（改修予定）

35

取組内容に応じて使い分けることができます。また、宣言書提
出事業場には「KARATSU」の文字が入っていないものもお送りしま
すので、企業のロゴなどを入れてお使いいただくことも可能です。



ご安全に！

皆さんのご活躍を願っております
唐津労働基準監督署管内で以下の説明会な

どが開催予定です。

是非ご参加ください。

１ 全国労働衛生週間説明会

・日時：令和８年９月９日（水）

・場所：唐津市文化体育館

・特別講演

（仮）アンガーマネジメント視点から
考えるワークエンゲージメントの向上
～働く人の能力を引き出す職場へ～

２ 佐賀県産業安全衛生大会

・日時：令和８年10月２日（金）

・場所：唐津市文化体育館

・特別講演

（仮）安全と健康は笑いから

詳細が決まり次第、佐賀労働局のホーム

ページに掲載するなどしてみなさんにお知ら

せいたします。

厚生労働省では労働安全衛生関係

の各種情報等を「職場のあんぜんサ

イト」から発信しています。このサ

イトには安全衛生教育などに利用す

ることができる労働災害事例や各種

教材・ツールがあり、無料で利用す

ることがきますので是非ご活用くだ

さい。
36
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